





































































































































































































































町村 市 中核市 政令指定都市 合計
2015年調査
フリースクール ４（4.7％） 25（29.1％） 16（18.6％） 41（47.7％） 86（100.0％）
居場所 ３（13.0％） ４（17.4％） ８（34.8％） ８（34.8％） 23（100.0％）
合計 ７（6.4％） 29（26.6％） 24（22.0％） 49（45.0％） 109（100.0％）
2018年調査
フリースクール １（1.4％） 21（29.2％） 16（22.2％） 34（47.2％） 72（100.0％）
居場所 ４（19.0％） ５（23.8％） ４（19.0％） ８（38.1％） 21（100.0％）
合計 ５（5.4％） 26（28.0％） 20（21.5％） 42（45.2％） 93（100.0％）
図１　所在市区町村の人口ごとのフリースクール等の件数
表１　人口区分ごとのフリースクール等の件数（行％）
─ 109 ─
キュラム編成に参加する機会があるところとないとこ
ろに分かれていることがわかる。
　図５は、「イベントや行事の企画」について、上記
と同じく参加権を有する立場についての結果である。
それぞれの立場による参加権の有無の傾向は、「授業
や学びのプログラムの選択や作成」と同様である。そ
の上で、「利用者」「保護者」「代表者」の参加権があ
るフリースクール等が、「授業や学びのプログラムの
選択や作成」に関してよりも多いことがわかる。
　図６は、「活動上のルールに制定・改定」に関して
についての結果である。「授業や学びのプログラムの
選択や作成」と比較すると、「利用者」の参加権があ
るフリースクール等の割合が小さいこと、「代表者」
の参加権があるフリースクール等の割合が大きいこと
教育法施行規則並びに学習指導要領に定められる教科
に関しての実施状況についてである。
　活動の決定プロセスへの参加権　まず、カリキュラ
ム編成の主体についての変数として、「意思決定の機
会」についてたずねた項目の結果を示す。
　図４で示しているのは、2015年調査における、「授
業や学びのプログラムの選択や作成」について、「利
用者」「保護者」「スタッフ」「団体の代表者」「外部協
力者」それぞれがその決定に参加する権利を有してい
るかの結果である。「あり」と答えた校数と「なし」
と答えた校数をそれぞれ示す。結果から、スタッフが
カリキュラム編成の中心となっていることがわかる。
一方、保護者や外部協力者の参加はあまり行われてい
ないことがわかる。利用者と代表者に関しては、カリ
図２　所在市区町村の人口規模ごとの利用者数とスタッフ数（2015年調査）
図３　所在市区町村の人口規模ごとの利用者数とスタッフ数（2018年調査）
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ずねた結果を示す（図７）（７）。質問紙は、各教科ご
とに、「１．学習指導要領に従った内容を、時間割を
組んで実施した」「２．学習指導要領に従った内容を、
利用者ごとに個別の指導計画を作成し実施した」「３．
がわかる。
　学習指導要領との対応関係　次に、フリースクール
等での活動について、『学習指導要領』（６）で定められ
る小学校ならびに中学校の教科ごとに、対応状況をた
図４　「授業や学びのプログラムの選択や作成」に関する意思決定への参加権の有無 
図５　「イベントや行事の企画」に関する意思決定への参加権の有無 
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・１～６全てに丸がつかない場合
　→「行っていない」
　得られた結果から明らかなことは、国語、社会、算
数数学、理科、外国語（英語）といった、一般的に「５
教科」や「主要教科」と呼ばれる教科については、「学
習指導要領に従った時間割・計画を立てて行った」が
それぞれ10校以上あり、それら以外の教科よりも計画
を立てた形で学習指導要領に従った教育・学習活動
が行われていることがわかる。また同じく、「学習指
導要領に従った内容を利用者の希望に応じて行った」
も、「５教科」がそれら以外の教科に比べて多い。また、
全ての教科に関して、「学習指導要領に従った時間割・
計画を立てて行った」よりも「学習指導要領に従った
内容を利用者の希望に応じて行った」回答の方が多い。
　一方で、学習指導要領によらない「独自の内容」に
関して見ると、すべての教科において「独自の内容を
時間割・計画を立てて行った」と回答したフリース
クール等が少ない（保健体育は10未満、それ以外は５
未満）。また、「独自の内容を利用者の希望に応じて行っ
た」は、教科間の大きな違いは表れておらず、外国語
（英語以外）を除くすべての教科が20以上のフリース
学習指導要領に従った内容を、利用者の希望に応じて
柔軟に対応した」「４．学習指導要領に従わず独自の
内容を、時間割を組んで実施した」「５．学習指導要
領に従わず独自の内容を、利用者ごとに個別の指導計
画を作成し実施した」「６．学習指導要領に従わず独
自の内容を、利用者の希望に応じて柔軟に対応した」
の６項目を、複数回答で設計した。
　得られた回答結果を以下の形でコーディングした。
図７は、その度数分布である。
・１あるいは２のどちらかに丸をつけた場合
　→「学習指導要領に従った時間割・計画を立てて行っ
た」
・１あるいは２のどちらにも丸をつけず３に丸をつけ
た場合
　→「学習指導要領に従った内容を利用者の希望に応
じて行った」
・１～３のどれにも丸をつけず４あるいは５のどちら
かに丸をつけた場合
　→「独自の内容を時間割・計画を立てて行った」
・１～５のどれにも丸をつけず６に丸をつけた場合
　→「独自の内容を利用者の希望に応じて行った」
図６　「活動上のルールの制定・改定」に関する意思決定への参加権の有無 
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ばれる教科に関しては「学習指導要領に従った内容を
利用者の希望に応じて行った」の方が多く、それ以外
の教科に関しては「独自の内容を利用者の希望に応じ
て行った」の方が高いことがわかる。
クール等で行われている。
　「学習指導要領に従った内容を利用者の希望に応じ
て行った」と「独自の内容を利用者の希望に応じて
行った」を各教科ごとに比較すると、「５教科」と呼
図７　教科ごとの学習指導要領についての対応状況
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る学力形成を意識してカリキュラム編成が行われてい
ると指摘できる。不登校児童生徒のニーズに応じたカ
リキュラム編成を考えるにあたって、「体験活動の重
視」がどれだけ妥当なのかは、その前提を注意して考
え直す必要があるだろう。
　その上でさらに、利用者の希望に応じた活動につい
て着目すると、「５教科」以外の教科は「５教科」と
比べて、学習指導要領に従った内容よりも独自の内容
を行っている傾向があった。すなわち裏を返せば、国
による教育課程の基準が法的に定められていないフ
リースクール等においても、「５教科」と呼ばれるよ
うな特に「基礎学力」や「進学」を意識した活動につ
いてはそれ以外の活動よりも、学習指導要領といった
基準を意識して活動が行われる・行わざるを得ない傾
向にあることが指摘できる。
　本稿の分析ならびに考察は、限られたデータによ
り、かつ十分な分析の枠組みが確立していない内容と
対象を論じたものであるため、あくまで試論的な位置
付けとなることは否めない。しかしながら、その課題
を踏まえながら、本稿は今後の調査や検証を進めてい
く上での議論の補助線を引くことを試みた。今後、よ
り実証的な検証に耐えうる調査設定や議論の発展に向
けて研究を進めていきたい。
注
（１）「フリースクール」という言葉は、何か明確な定
義を持たず、時に恣意的に使われてきたことが指摘
されているが（田中 2016），本稿では「教育機会確
保法」の議論において想定されている、不登校児童
生徒への支援を主に行う諸活動を指す言葉として用
いる。
（２）2015年調査の調査対象選定ならびに調査内容の
詳細は、藤根・橋本（2016: 90-91）を参照されたい。
当該調査は、JSP科研（課題番号24531209）の一部
として行われた。
（３）2018年調査の調査対象選定ならびに調査内容の
詳細は、藤根（2019: 73）を参照されたい。当該調
査は、JSP科研（課題番号17H06831）の一部とし
　教科に関する活動について「行っていない」と回答
したケースを見ると、「音楽」「図工美術」「保健体育」
「家庭」「技術」「外国語（英語以外）」がそれぞれ30
よりも大きな値をとっており、「５教科」と呼ばれる
教科よりも行われていない傾向にあることがわかる。
考察と結論
　限られたデータではあるが、得られた結果より考察
を加える。まず着目できるのは、学習活動の選択や作
成、行事・イベントの企画についての意思決定に、利
用者の参加権があるフリースクール等が半数以上と
なっている点である。これらに関して決定するという
活動は、カリキュラム編成の一要素であるといえよ
う。その意思決定プロセスの詳細は明らかにはできな
いが、不登校の子どもに応じる活動においても、利用
者もそこに意見を表明できる仕組みがある程度位置づ
いていることが指摘できる。またこれは、ニーズに応
じるという観点からも重要であるが、「デモクラティッ
ク」に学びを作り上げるという点で、カリキュラム編
成の議論に大きな示唆を与えうるポテンシャルを有し
ているともいえよう。
　しかしながらその一方で、「ルールの制定・改正」
については、利用者が決定プロセスへの参加権を有す
るフリースクール等が半数を切っている。「カリキュ
ラムの編成」をどのレベルまで射程に入れて考えるか
によるのであるが、「デモクラティック」な学びとし
てフリースクール等の活動をとらえる上で、注意が必
要なことも指摘できる。
　次に着目できるのは、「５教科」と一般的に呼ばれ
る教科の方が、それ以外の教科よりも実施される傾向
にあった点である。不登校特例校のカリキュラムの分
析や（王 2013、後藤 2014）、適応指導教室（教育セ
ンター）のカリキュラムの分析は（鈴木 2018）、不登
校児童生徒を対象としたカリキュラムにおいて「体験
活動の重視」が重要とされていると指摘している。し
かし、フリースクール等のカリキュラムを分析してみ
ると、「教科」の分類においてではあるが（８）、「基礎
学力」と呼ばれる内容や「進学」に向けて必要とされ
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金井香里，2019，「子どもたちの多様性と学校での学
びの経験」金井香里・佐藤英二・岩田一正・高井良
健一『子どもと教師のためのカリキュラム論』成文
堂:203-232．
文部科学省，2017a，「小学校学習指導要領（平成29年
告示）」．
文部科学省，2017b，「小学校学習指導要領（平成29
年告示）解説総則編」．
鈴木麻里子，2018，「不登校児童生徒を対象としたカ
リキュラム・マネジメント―龍ケ崎市教育センター
適応指導教室の事例から―」『社会学部論業』29
（1）:51-63．
田中佑弥，2016，「日本における「フリースクール」
概念に関する考察：意訳としての「フリースクール」
とその濫用」『臨床教育学論集』8:23-39．
王美玲，2013，「フリースクールの転換と不登校特区
のカリキュラム」『やまぐち地域社会研究』11:15-
26．
渡部昭男，2019，「特別の支援および指導の拡がり―
学校教育法等の改正・学習指導要領の改訂にそくし
て―」『教育科学論集』22:31-36．
て行われた。
（４）2015年調査において、「居場所」の選択肢は設定
していなかったが、「その他」を選択しその内容を
自由記述で回答された結果から、「居場所」活動と
判断されるものを「居場所」として再カテゴリーし
た。
（５）2015年調査と2018年調査両方に回答したことが
確認できた団体のうち、活動のタイプの自己定義が
変わっているケースについては、2018年調査の回答
における活動タイプの自己定義を用いる。
（６）調査時点の基準となっていた2008（平成20）年
改訂の『学習指導要領』の教科に基づく。
（７）教育内容に監査等が入っているわけではないの
で、厳密な意味で対応できているかの確証はなく、
あくまで回答者である実践者の自己認識の結果であ
る。
（８）「特別活動」や「総合的な学習の時間」といった
教科以外の活動について質問していないため、ここ
での考察はあくまで「教科」の分類内でのことだと
限定した上でのものである。
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